
 1

平成 23 年 5 月 10 日 

各 位 

会  社  名 日本工営株式会社 

代表者の役職名 取締役社長 廣瀬 典昭 

（コード番号 1954 東証 1部） 

問 合 せ 先 法務・広報部 末松 謙治 

TEL 03－3238－8025 

 

 

当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）の継続について 

 

当社は、平成 18 年 5 月に「当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）」（以下「現

対応方針」といいます。）を導入し、平成 19 年 6 月に継続を決定した後、平成 20 年 6 月 27 日開催の

当社第 63 回定時株主総会において株主の皆様のご承認をいただき、一部改訂の上継続しております

が、その有効期間は、平成 23 年 6 月 29 日開催予定の第 66 回定時株主総会（以下「本定時株主総会」

といいます。）の終結の時までとなっております。  

当社は、現対応方針を導入し、一部改訂の上継続した後も、社会・経済情勢の変化、買収防衛策を

めぐる諸々の動向及び様々な議論の進展を踏まえ、現対応方針の見直しの要否を継続的に検討して参

りましたが、このたび、本日開催の取締役会において、本定時株主総会における株主の皆様のご承認

を条件に、現対応方針を、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上するための方策とし

てより適切かつ合理的なものとするため、主として以下のとおり改訂し（以下、改訂後の対応方針を

「本件対応方針」といいます。）、本件対応方針として継続することを決定いたしましたので、お知ら

せいたします。  

上記取締役会においては、当社監査役3名は全員、本件対応方針の具体的運用が適正に行われること

を条件として本件対応方針に賛成する旨の意見を述べております。 

 

なお、平成23年3月末日現在における当社の大株主の状況は、別紙１のとおりです。また、当社は、

本日現在、当社株式の大規模な買付行為に関する提案等を一切受けていないことを申し添えます。  

 

本件対応方針の現対応方針からの主な変更点は以下のとおりです。 

・大規模買付ルールに基づいて大規模買付者に提供を求める必要情報の内容について一部見直

すとともに、大規模買付ルールに基づく手続きの迅速化を図る観点から、必要に応じ、大規

模買付者に対しての情報提供の期限を設定することとし、大規模買付者から合理的な理由に

基づく延長請求があった場合は、その期限を延長することができるものとしました。（参照

項目：Ⅲ－３－（３）） 

・当社取締役会が必要情報について追加の提供を要請した場合、大規模買付者から当該情報の

一部について提供がない場合において、大規模買付者から提供がなされないことについての

合理的な説明がある場合には、当社取締役会が求める情報が全て揃わなくても、情報提供に

係る交渉を打ち切り、取締役会評価期間を開始する場合があることとしました。（参照項目：

Ⅲ－３－（３）） 
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・本件対応方針は、当社の企業価値の利益の確保・向上を図るものと位置づけておりますので、

大規模買付ルールが遵守されているにもかかわらず例外的に対抗措置を取る場合として列挙

する類型を一部見直し、かかる位置づけを明確化しました。（参照項目：Ⅲ－４－（１）、

注４―⑦） 

・大規模買付ルールを遵守したか否かを判断するにあたっては、当社取締役会が求めた必要情

報の一部が提出されないことのみをもって、大規模買付者がルールを遵守していないと認定

することがない旨を明記しました。（参照項目：Ⅲ－４－（２）） 

・当社取締役会が対抗措置の発動を決議するにあたって、一定の場合には、株主の皆様に対抗

措置の発動の是非をお諮りするため、株主総会を開催することができる旨を明記しました。

（参照項目：Ⅲ－５－（１）） 

・株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律等の一部を改正す

る法律の施行（株券の電子化）に伴う用語等の変更並びにその他字句及び表現等の修正等の

所要の変更を行いました。 

 

記  

 

Ｉ．当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針 

 

当社取締役会は、公開会社として当社株式の自由な売買を認める以上、特定の者による当社株式の

大規模な買付行為に応じて当社株式の売却を行うか否かは、最終的には当社株式を保有する当社株主

の皆様の判断に委ねられるべきものであると考えます。  

しかしながら、当社は、建設コンサルタント業務をはじめ公共・公益事業に関する業務内容を主に

事業展開しており極めて公共性の高い社会的使命の大きい企業であると自負しており、専門性が高く

幅広いノウハウと豊富な経験や実績に裏打ちされたブランド力を有しています。そして、その経営に

あたっては、これらの理解と国内外の顧客・従業員及び取引先等の利害関係者との間に培われた深い

信頼関係が不可欠となり、これらなくしては企業価値の向上と株主の皆様の利益に資することはでき

ないと考えます。 

また、当社株券等の大規模な買付行為に際しては、大規模な買付行為をなす者から事前に、株主の

皆様の判断のために必要かつ十分な大規模買付行為に関する情報が提供されるべきであると考えます。 

 

Ⅱ．当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み 

当社では、多数の株主、投資家の皆様に長期的に継続して当社に投資していただくため、当社の企業

価値ひいては株主共同の利益を向上させるための取組みとして、以下の施策を実施しております。こ

れらの取組みは、上記Ⅰの基本方針の実現に資するものと考えております。 

1．中長期的に目標とする当社グループの姿 

当社グループの経営理念は今後も変わらず「誠意をもって事に当たり、技術を軸に社会に貢献する」

ことであり、Challenging mind, Changing dynamics をスローガンにその実現を目指します。 

その経営理念とスローガンのもと、グループを取巻く事業環境を長期に展望すると、グループが将

来にわたって発展するためには、日本国内でリーディングカンパニーとして高水準の技術を培いな
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がら、急拡大を続ける国際市場を大きく取り込むことが必要と考えます。そこで、今後 10 年の間に

国内外の地域拠点がそれぞれの持つ事業環境・特性に応じた事業展開を進める一方で、互いに連携

することによりグループ全体が国際市場で確固たる地位を獲得するという、「グローバル展開」とそ

れを支える「マルチ・ドメスティック運営」が実現された姿を当社グループが目標とする姿と定め

ます。当社グループの重要課題及び対応施策は以下のとおりです。 

（１）グローバル展開の強化とマルチ・ドメスティック運営の導入 

（２）有望分野への取組み強化 

（３）新たなビジネスモデルの開拓・形成 

（４）重点事業領域の基幹技術開発と導入 

（５）生産性の向上 

 

2．コーポレート・ガバナンス体制の強化 

当社及び当社グループの企業価値を一層高めるため、経営機構における監督機能を強化するとともに、

透明性の確保、迅速な業務執行体制の確立を図り、コーポレート・ガバナンスの充実に努めることを

基本方針としています。また、コンプライアンス経営及びリスク管理の徹底を重点施策とし、内部統

制システムの実効性を高めます。なお、当社は監査役制度を採用しており、取締役会及び監査役会に

より、それぞれ業務執行の監督及び監査を行っております。 

 

（取締役会、経営会議、執行役員会） 

取締役会については、平成 15 年に取締役会の改革(取締役人数の大幅な削減、任期の１年への短縮、

社外取締役の選任等）と執行役員制の導入を行い、経営の監視・監督機能と業務の執行機能を分離し、

監視・監督機能を強化するとともに、意思決定の迅速化と責任の明確化を図る体制を構築しました。

当社は、定款において取締役は 15 名以内とする旨を定めております。社外取締役は、客観的な視点や

幅広い視野に立って当社の経営を監視し、取締役会の透明性を高めるとともに、コーポレート・ガバ

ナンスの強化を図っております。 

また、経営効率を高めるため、代表取締役等から構成される経営会議により、業務執行に関する基本

的事項等を協議し、機動的な対応を行っております。そして、業務運営については、年度事業計画及

び中期経営計画を策定し、その目標達成のために具体策を実行し、執行役員会等により、そのモニタ

リングを定期的に行います。 

（監査役会） 

当社は、社外監査役を含む監査役会を設置しており、社外監査役は、各方面の経験や知識を当社の監

査体制に活かして、監査体制の更なる強化を図っております。 

（内部監査〉 

内部監査については、業務監査室が業務監査規程に従い、内部統制システム及び事業運営システムな

どの監査を実施し、その内部監査状況を社長へ報告しております。当該監査における指摘事項は、社

長より適宜内部統制部門に連絡され、対応が指示されます。また、業務監査室は、社外監査役を含む

監査役との定期的な連絡会を開催しています。 
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Ⅲ．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防

止するための取組み 

 

１．大規模買付ルールの設定とその考え方 

当社は、当社株式の適正な価値を株主の皆様や投資家の皆様にご理解いただくようＩＲ活動に努め

ておりますものの、突然大規模な買付行為がなされたときに、かかる大規模な買付行為を行う者の提

示する当社株式の取得対価が妥当か否かを株主の皆様が短期間の内に適切に判断するためには、大規

模買付者及び当社取締役会の双方から適切かつ十分な情報が提供されることが不可欠です。さらに、

当社株式をそのまま継続的に保有することを考える株主の皆様にとっても、当該買付行為が当社に与

える影響や、当社の従業員、関係会社、顧客及び取引先等の利害関係者との関係についての方針を含

む、当該買付行為を行う者が考える当社の経営に参画したときの経営方針や事業計画の内容等は、そ

の継続保有を検討するうえで重要な判断材料であります。同様に、当社取締役会がかかる大規模な買

付行為についてどのような意見を有しているのかも、当社株主の皆様にとっては重要な判断材料とな

ると考えます。  

以上の事情を考慮した場合、当社取締役会は、当社株式の大規模な買付行為に際しては、これを行

おうとする者から事前に、株主の皆様の判断のために必要かつ十分な買付行為に関する情報が提供さ

れるべきである、という結論に至りました。当社取締役会は、かかる情報が提供された後、当該買付

行為に対する当社取締役会としての意見の検討を速やかに開始し、独立の外部専門家等の助言及び特

別委員会（以下２に定義します。）の助言、意見又は勧告を受けながら慎重に検討したうえで意見を

形成し公表いたします。さらに、必要と認めれば、当該買付行為を行おうとする者の提案の改善につ

いての交渉や当社取締役会としての株主の皆様に対する代替案の提示も行います。かかるプロセスを

経ることにより、当社株主の皆様は、当社取締役会の意見を参考にしつつ、大規模な買付行為を行お

うとする者の提案と（代替案が提示された場合には）その代替案を検討することが可能となり、最終

的な応否を適切に決定する機会を与えられることとなります。  

そこで、当社取締役会は、当社株式の大規模な買付行為が、上記の見解を具体化した一定の合理的

なルールに従って行われることが、当社及び当社株主の皆様の利益に合致すると考え、後記３の内容

の事前の情報提供に関する一定のルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）を設定すること

といたしました。 本件対応方針の概要につきましては、別紙２をご参照ください。 

 

２．特別委員会の設置 

当社は、大規模買付ルールに則った一連の手続きの進行に関する客観性及び合理性を担保するため、

並びに当社株主の皆様の共同の利益を守るために適切と考える方策をとる場合においてその判断の客

観性及び合理性を担保するために、また、取締役会によって恣意的な判断がなされること及び大規模

買付ルールの恣意的な運用がなされることを防止するためのチェック機関として、特別委員会（以下

「特別委員会」といいます。）を設置します。特別委員会の委員は 3名以上とし、公正で中立的な判

断を可能とするため、当社の業務執行を行う経営陣から独立している当社社外取締役及び当社社外監

査役から選任します。特別委員会の委員の氏名及び略歴は別紙３のとおりです。 

  当社取締役会は、対抗措置の発動に先立ち、特別委員会に対し対抗措置の発動の是非について諮問

し、特別委員会は当社の企業価値・株主共同の利益の向上の観点から、大規模買付行為について慎重

に評価・検討の上で当社取締役会に対し対抗措置を発動することができるかどうか等についての勧告
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を行うものとします。当社取締役会は、特別委員会の勧告を最大限尊重した上で対抗措置の発動につ

いて決定することとします。特別委員会の勧告の内容については、適時開示に関する法令及び金融商

品取引所規則に従い、その概要その他当社取締役会が適切と認める事項を適宜公表することといたし

ます。 

なお、特別委員会の判断が、当社の企業価値・株主共同の利益に資するようになされることを確保

するため、特別委員会は、当社の費用で、独立した外部専門家等（フィナンシャル・アドバイザー、

公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家）の助言を得ることができます。 

 

３．大規模買付ルールの内容  

当社取締役会が設定する大規模買付ルールとは、1）一定の大規模な買付行為を行おうとする者は、

2）事前に当社取締役会に対して意向表明書（以下（２）に定義します。）の提出を含む必要かつ十分

な情報を提供し、3）当社取締役会による一定の評価期間が経過した後に買付行為を開始する、という

ものです。詳細は以下の通りです。  

 

（１）適用対象  

大規模買付ルールは、特定株主グループ（注1）の議決権割合（注2）を20％以上とすることを目的

とする当社株券等（注3）の買付行為、又は結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上と

なる当社株券等の買付行為（いずれについても、あらかじめ当社取締役会が同意したものを除き、ま

た市場取引、公開買付け等の具体的な買付方法の如何を問いません。以下、かかる買付行為を「大規

模買付行為」といいます。）を行う者（以下「大規模買付者」といいます。）に適用されます。  

 

（２）意向表明書の提出  

大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、まず当社代表取締役宛に、大規模買付者

の名称、住所、設立準拠法、代表者の氏名、国内連絡先及び提案する大規模買付行為の概要、並びに

大規模買付ルールに従う旨を日本語で明記した意向表明書（以下「意向表明書」といいます。）をご

提出いただくこととします。  

大規模買付者から意向表明書の提出があった場合は、適時開示に関する法令及び金融商品取引所規

則に従い適時にその旨の開示を行います。  

 

（３）情報の提供  

当社は、意向表明書受領後10営業日以内に、大規模買付者から当初提供いただくべき情報のリスト

を当該大規模買付者に交付します。具体的には、大規模買付者には、当社取締役会に対して、当社株

主の皆様の判断及び当社取締役会としての意見形成のために必要かつ十分な情報（以下「本必要情報」

といいます。）を書面で提供していただきます。本必要情報の具体的内容は、大規模買付者の属性及

び大規模買付行為の内容によって異なりますが、一般的な項目の一部は以下のとおりです。 

ⅰ．大規模買付者及びそのグループ（共同保有者、特別関係者及び組合員（ファンドの場合）その他

の構成員を含みます。）の詳細（大規模買付者の名称、役員の氏名及び略歴、事業内容、資本構

成、財務内容、当社及び当社グループの事業と同種の事業についての経験等に関する情報を含み

ます。）  

ⅱ．大規模買付行為の目的、方法及び内容（大規模買付行為の対価の価格・種類、大規模買付行為の



 6

時期、関連する取引の仕組み、大規模買付行為の方法の適法性、大規模買付行為の実現可能性、

一部のみの買付けの場合には、買付予定株式数の上限設定についての考え方やその後の資本構成

の変更についての予定等を含みます。） 

ⅲ．大規模買付行為における買付価格の算定根拠（算定の前提となる事実、算定方法、算定に用いた

数値情報及び大規模買付行為に係る一連の取引により生じることが予想されるシナジーの内容

を含みます。）  

ⅳ．大規模買付行為における買付資金の裏付け（資金の提供者（実質的提供者を含みます。）の具体的

名称、調達方法、関連する取引の内容を含みます。） 

ⅴ．当社の経営に参画した後に想定している経営者候補（当社及び当社グループと同種の事業につい

ての経験等に関する情報を含みます。）、経営方針、事業計画、財務計画、資本政策、配当政策、

資産活用策等 

ⅵ．大規模買付行為の完了後に意図する当社及び当社グループの取引先、地域社会、従業員その他の

当社及び当社グループに係る利害関係者と当社及び当社グループとの関係に関しての変更の有

無及び内容 

ⅶ．その他前号に準じる事項で当社取締役会又は特別委員会が合理的に必要と判断する事項 

 

当社取締役会は、大規模買付ルールの迅速な運用を図る観点から、必要に応じ、大規模買付者に対

しての情報提供の期限を設定することがあります。但し、大規模買付者から合理的な理由に基づく延

長請求があった場合は、その期限を延長することができるものとします。 

なお、当初提供していただいた情報を精査し、特別委員会及び独立の外部専門家等の意見及び助言

等をも参考にした上で、提出頂きました情報のみでは、大規模買付者の提案の当社の企業価値ひいて

は株主共同の利益に対する影響を適切に判断するのに不十分と認められる場合には、当社取締役会は、

適宜合理的な期限を定めた上で、大規模買付者に対して本必要情報が揃うまで追加的に情報提供を求

めます。 

当社取締役会が本必要情報の提供が完了したと判断した場合は、大規模買付者にその旨を通知する

とともに、適時開示に関する法令及び金融商品取引所規則に従い適時にその旨の開示を行います。 

また、当社取締役会が本必要情報の追加的な提供を要請したにもかかわらず、大規模買付者から当

該情報の一部について提供が難しい旨の合理的な説明がある場合には、当社取締役会が求める本必要

情報が全て揃わなくても、大規模買付者との情報提供に係る交渉等を終了し、後記（４）の当社取締

役会による評価を開始する場合があります。 

当社取締役会に提供された本必要情報は、当社株主の皆様の判断のために必要であると認められる

場合には、適切と判断する時点で、その全部又は一部を開示します。  

 

（４）検討期間の確保  

本必要情報の当社取締役会に対する提供が完了した場合、当社取締役会は、大規模買付行為の評価

等の難易度に応じ、大規模買付者に対して本必要情報の提供が完了した旨を通知した日を起算日とし

て、60日間（対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社全株式の買付の場合）又は90日間

（その他の大規模買付行為の場合）を取締役会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案のた

めの期間（以下「取締役会評価期間」といいます。）として与えられるべきものと考えます。従って、

大規模買付行為は、取締役会評価期間の経過後にのみ開始されるものとします。  
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但し、特別委員会が対抗措置の発動の是非を判断するために合理的に必要な場合は、特別委員会は、

当社取締役会に対し、取締役会評価期間の延長を勧告することができ、その場合は、当社取締役会は、

取締役会評価期間を、30日間を上限として延長することができるものとします。当社取締役会が取締

役会評価期間の延長を決議した場合は、大規模買付者に対して延長の期間及び理由を通知するととも

に、適時開示に関する法令及び金融商品取引所規則に従い適時に延長の期間及び理由の開示を行いま

す。  

取締役会評価期間中、当社取締役会は独立の外部専門家等の助言を受けながら、特別委員会の助言、

意見又は勧告を最大限に尊重しながら、提供された本必要情報を十分に評価・検討し、当社取締役会

としての意見を慎重にとりまとめ、公表します。また、必要に応じ、大規模買付者との間で大規模買

付行為に関する条件改善について交渉し、当社取締役会として当社株主の皆様に対し代替案を提示す

ることもあります。  

 

４ ．大規模買付行為が為された場合の対応方針  

 

（１）大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合  

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、当社取締役会は、仮に当該大規模買付行為

に反対であったとしても、当該買付提案についての反対意見を表明したり、代替案を提示することに

より、当社株主の皆様を説得するに留め、原則として当該大規模買付行為に対する対抗措置はとりま

せん。大規模買付者の買付提案に応じるか否かは、当社株主の皆様において、当該買付提案及び当社

が提示する当該買付提案に対する意見、代替案等をご考慮の上、ご判断いただくことになります。  

但し、本件対応方針の採用とは別に、当該大規模買付行為が当社の企業価値ひいては当社株主共同

の利益を著しく損なうものと認められる場合（企業価値毀損買付行為（注4）と認められる場合）には、

取締役の善管注意義務に基づき、当社取締役会は当社株主の皆様の利益を守るために、新株予約権無

償割当て等、会社法その他の法律及び当社定款が認める対抗措置（以下「本件対抗措置」といいます。）

をとり、大規模買付行為に対抗する場合があります。具体的にいかなる手段を講じるかについては、

その時点で最も適切と当社取締役会が判断したものを選択することとします。具体的対抗措置として

新株予約権無償割当てを行う場合の概要は別紙４に記載のとおりですが、実際に新株予約権無償割当

てを行う場合には、議決権割合が一定割合以上の特定株主グループに属さないことを新株予約権の行

使条件とすることや、当社株式と引き換えに当社が新株予約権を取得する旨の取得条項をつけるなど、

対抗措置としての効果を勘案した条件を設けることがあります。  

 

（２）大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合  

大規模買付者により、大規模買付ルールが遵守されなかった場合には、具体的な買付方法の如何に

かかわらず、当社取締役会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を守ることを目的として、上

記（１）で述べた本件対抗措置をとり、大規模買付行為に対抗する場合があります。なお、大規模買

付ルールを遵守したか否かを判断するにあたっては、大規模買付者側の事情をも合理的な範囲で十分

勘案し、少なくとも本必要情報の一部が提出されないことのみをもって大規模買付ルールを遵守して

いないと認定することはしないものとします。 
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５．本件対抗措置の発動の手続及び停止等  

 

（１）本件対抗措置発動の手続 

当社取締役会は、上記４．（１）又は上記４．（２）に基づき本件対抗措置の発動の是非を判断する

場合には、その判断の公正さを担保するために、以下の手続を経ることを前提とします。  

まず、当社取締役会は、本件対抗措置の発動の前提として、特別委員会に対し本件対抗措置の発動

の是非について諮問しなければならず、特別委員会は、この諮問に基づき、当社取締役会に対し本件

対抗措置の発動の是非について勧告を行うものとします。また、特別委員会は、必要に応じて予め本

件対抗措置の発動に関して株主の皆様の意思を確認するために株主総会（以下「株主意思確認総会」

といいます。）を開催すべき旨の勧告を行うことができるものとします。 

そして、特別委員会から勧告を受けた当社取締役会は、本必要情報に基づいて、外部専門家等の助

言を得ながら、当該大規模買付者及び当該大規模買付行為の具体的内容並びに当該大規模買付行為が

当社の企業価値及び株主全体の利益に与える影響等を慎重に検討しつつ、特別委員会の勧告を最大限

に尊重して、本件対抗措置を講じるか否かを判断します。 

また、当社取締役会は、本件対抗措置の発動を決議するにあたって、（i）特別委員会が予め本件対

抗措置の発動に関して株主意思確認総会を開催すべき旨の勧告を行った場合、又は（ii）株主意思確

認総会の開催に要する時間等を勘案した上で、当社取締役会が善管注意義務に照らし株主の皆様の意

思を確認することが適切であると判断した場合には、株主意思確認総会を開催することができるもの

といたします。株主意思確認総会が開催された場合、当社取締役会は、株主意思確認総会の決議の結

果に従うものとします。大規模買付者は、当社取締役会が株主意思確認総会を開催することを決定し

た場合には、株主意思確認総会において株主の皆様の意思を確認の上、対抗措置の発動、不発動の決

議がなされるまで、大規模買付行為を開始することができないものとします。 

なお、当社取締役会において、本件対抗措置を発動すること又は株主意思確認総会を開催すること

を決定した場合には、適時開示に関する法令及び金融商品取引所規則に従い適時に当該内容及び取締

役会が適切と考える事項の開示を行います。 

 

（２）本件対抗措置発動の停止等  

当社取締役会が本件対抗措置の発動を決定した後であっても、決議の前提となった事実関係に変動

が生じたこと、特別委員会が本件対抗措置を発動すべき旨の勧告を撤回したことなどにより、本件対

抗措置を発動することが相当でなくなったと当社取締役会が判断した場合、特別委員会の意見又は勧

告を最大限に尊重して本件対抗措置の発動の停止を決定し、又は、本件対抗措置の内容の変更を決定

することがあります。例えば、本件対抗措置として新株予約権の無償割当てを行う場合において、権

利の割当を受けるべき株主が確定した後に、大規模買付者が大規模買付行為の撤回又は変更を行うな

どの事情により本件対抗措置の発動が適切でないと当社取締役会が判断した場合には、新株予約権無

償割当ての効力発生日の前日までの間は、特別委員会の勧告を受けた上で、新株予約権の無償割当て

を中止することとし、また、新株予約権の無償割当後においては、行使期間開始日の前日までの間は、

特別委員会の勧告を受けた上で、当該新株予約権を無償取得（当社が新株予約権を無償で取得するこ

とにより、株主の皆様は新株予約権を失います。）することにより、本件対抗措置発動の停止を行う

ことができるものとします。 

当社取締役会が本件対抗措置の停止又は内容の変更を決定した場合も、適時開示に関する法令及び
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金融商品取引所規則に従い適時にその旨の開示を行います。  

 

６．本件対応方針の有効期間並びに廃止及び変更  

本件対応方針は、本定時株主総会における株主の皆様の承認を条件に発効することとし、その有効

期間は、本定時株主総会の日から3年間（本定時株主総会の終結後3年以内に終了する事業年度のうち

最終のものに関する当社定時株主総会の終結の時まで）とします。  

本件対応方針の有効期間満了前であっても、本件対応方針は、当社株主総会又は当社取締役会の決

議によって、いつでも廃止することができるものとします。 

当社取締役会は、今後の法令改正、司法判断の動向、金融商品取引所その他公的機関の対応等を踏

まえ、企業価値・株主共同の利益の確保・向上の観点から、必要に応じて、本件対応方針を随時見直

し、適時適切な措置を講じます。  

本件対応方針の変更は、原則として、当社株主総会の決議によって承認されることをもって効力を

生じるものとします。但し、当社の株券等の保有者又は当社の株券等を取得しようとする者に不利益

を生じない範囲においては、当社取締役会の決議によって、本件対応方針を変更することができるも

のとします。また、法令の新設又は改廃に伴って本件対応方針に引用する法令の条項又は法令上の用

語に変更があった場合は、本件対応方針に引用する当該条項又は用語は、当社株主総会又は当社取締

役会の決議がなくても、本件対応方針における引用の趣旨に反しない限度において、変更後の条項又

は用語に適宜読み替えられるものとします。  

 

７．買収防衛策の合理性を高めるための工夫  

 

（１）買収防衛策に関する指針の要件の充足 

本件対応方針は、経済産業省及び法務省が平成17年5月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益

の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める3原則「企業価値・株主共同の利益の確保・

向上の原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則」を充足しています。また、経

済産業省に設置された企業価値研究会が平成20年6月30日に発表した報告書「近時の諸環境の変化を踏

まえた買収防衛策の在り方」の内容も踏まえたものとなっております。 

 

（２）株主共同の利益の確保・向上の目的  

本件対応方針は、株主の皆様をして大規模買付行為に応じるか否かについての適切な判断を可能な

らしめ、かつ当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害を防止するため、大規模買

付者が従うべき大規模買付ルール、並びに当社が発動しうる対抗措置の要件及び内容を予め設定する

ものであり、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保及び向上を目的とするものです。  

また、大規模買付ルールの内容並びに本件対抗措置の内容及び要件は、当社の企業価値ひいては株

主共同の利益の確保及び向上という目的に照らして合理的であり、当社の企業価値ひいては株主共同

の利益の確保及び向上に資するような大規模買付行為までも不当に制限するものではないと考えます。  

 

（３）事前開示  

本件対応方針における大規模買付ルールの内容並びに本件対抗措置の内容及び要件は、いずれも具

体的かつ明確であり、株主、投資家の皆様及び大規模買付者にとって十分な予見可能性を与えるもの
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と考えます。  

 

（４）株主意思の重視  

当社は、本件対応方針の是非につき、株主の皆様の意思を確認するため、本定時株主総会における

株主の皆様の承認を条件に、本件対応方針が発効するものとしています。 

また、当社取締役会は、所定の場合には、株主意思確認総会を招集し、本件対抗措置の発動の是非

について、株主の皆様の意思を確認させていただくことができるものとしています。 

さらに、本件対応方針の有効期間は、本定時株主総会の終結後3年以内に終了する事業年度のうち最

終のものに関する当社定時株主総会の終結時までであり、有効期間満了前であっても、当社株主総会

又は当社取締役会の決議によって廃止することができ、本件対応方針の変更は、原則として当社株主

総会の決議によって承認されることをもって効力を生じます。  

したがって、本件対応方針の継続、廃止又は変更の是非の判断には、株主総会決議を通じて株主の

皆様の意思が反映されるものと考えます。  

 

（５）取締役会の判断の客観性・合理性の確保  

本件対応方針においては、本件対抗措置の発動の要件として、客観的かつ明確な要件を定めており、

発動の要件に該当するか否かの判断に当社取締役会の恣意的判断の介入する余地を可及的に排除して

おります。  

また、当社は、本件対応方針の導入にあたり、当社経営陣から独立した特別委員会を設置し、本件

対抗措置の発動の前提として特別委員会に対し本件対抗措置の発動の是非について諮問したうえ、当

社取締役会は、特別委員会の勧告を最大限に尊重して、本件対抗措置を講じるか否かを判断します。  

したがって、本件対応方針においては、当社取締役会が本件対抗措置を発動するにあたり、その判

断の客観性・合理性を担保するための十分な仕組みが確保されているものと考えます。  

 

（６）第三者専門家の意見の取得  

大規模買付者が出現すると、特別委員会は、当社の費用で、独立した外部専門家等（フィナンシャ

ル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家）の助言を受けることがで

きるものとされています。これにより、特別委員会による判断の公正さ・客観性がより強く担保され

る仕組みとなっています。  

 

（７）デッドハンド型やスローハンド型買収防衛策ではないこと  

本件対応方針は、当社株主総会の決議によって廃止することができるほか、当社の株主総会で選任

された取締役で構成される取締役会の決議によっても廃止することができるとされており、当社の株

券等を大量に買い付けた者が指名し、株主総会で選任された取締役により構成される取締役会によっ

て、本件対応方針を廃止することができます。従って、本件対応方針は、デッドハンド型買収防衛策

（株主総会で取締役会の過半数の交替が決議された場合においても、なお廃止又は不発動とすること

ができない買収防衛策）ではありません。また、当社取締役の任期は１年であることから、本件対応

方針は、スローハンド型買収防衛策（取締役会を構成する取締役を一度に交替させることができない

ため、大規模買付者にとって本件対応措置の発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもあり

ません。 
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８．株主及び投資家の皆様に与える影響等  

 

（１）大規模買付ルールが株主及び投資家の皆様に与える影響等  

大規模買付ルールは、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断するために必要な情

報や、現に当社の経営を担っている当社取締役会の意見を提供し、さらには、当社株主の皆様が代替

案の提示を受ける機会を保証することを目的としています。これにより、当社株主の皆様は、十分な

情報のもとで、大規模買付行為に応じるか否かについて適切な判断をすることが可能となり、そのこ

とが当社の企業価値ひいては株主共同の利益の保護につながるものと考えます。従って、大規模買付

ルールの設定は、当社株主及び投資家の皆様が適切な投資判断を行ううえでの前提となるものであり、

当社株主及び投資家の皆様の利益に資するものであると考えております。  

 

（２）対抗措置発動時に株主及び投資家の皆様に与える影響等  

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合又は大規模買付ルールを遵守するものの当

該大規模買付行為が企業価値を毀損するものと認められる場合には、当社取締役会は、当社の企業価

値ひいては株主共同の利益を守ることを目的として、会社法その他の法律及び当社定款により認めら

れている対抗措置をとることがありますが、当該対抗措置の仕組上、大規模買付者を含む特定株主グ

ループ以外の当社株主の皆様（大規模買付ルールに違反した大規模買付者を除きます。）が法的権利

又は経済的側面において格別の損失を被るような事態が生じることは想定しておりません。当社取締

役会が具体的対抗措置をとることを決定した場合には、法令及び金融商品取引所規則に従って適時適

切な開示を行います。  

なお、対抗措置として考えられるもののうち、新株予約権無償割当ての方法により株主の皆様に新

株予約権が割り当てられる場合には、新株予約権の申込みの手続きは不要となり、割当期日における

最終の株主名簿に記載又は記録された株主の皆様は、当該新株予約権無償割当ての効力発生日におい

て、当然に新株予約権者となります。 

新株予約権無償割当ての方法により新株予約権の割当を受けた株主の皆様には、権利行使期間内に、

別途当社取締役会において定める価額の財産を出資していただくことにより、当社普通株式が交付さ

れることとなります。この点、権利行使期間内において新株予約権を行使いただかなかった場合には、

権利行使期間の満了により新株予約権は消滅し、他の株主の皆様による新株予約権の行使による保有

株式の希釈化が生じることとなります。但し、当社が新株予約権を取得し、これと引換えに当社株式

を交付することができるとの取得条項が定められた場合において、当社が取得の手続きを取ることを

決定した場合は、取得の対象となる新株予約権を保有する株主の皆様は、金銭を払い込むことなく当

社株式を受領されることになりますので格別の不利益は発生しません。この場合、当該株主の方には、

別途、ご自身が大規模買付者を含む特定株主グループに属さないこと等の誓約文言を含む当社所定の

書式による書面をご提出いただくことがあります。 

なお、新株予約権の無償割当を実施することを決議した場合において、上記５（２）において定め

られる手続きにより、当社取締役会が、新株予約権無償割当ての効力発生日までにおいては、新株予

約権の無償割当を中止し、また、新株予約権無償割当ての効力発生日後から新株予約権の行使期間開

始日の前日までの間においては、無償割当された新株予約権を無償で取得することがあり、これらの

場合には、結果として１株当たりの株式の価値の希釈化は生じないため、希釈化が生じることを前提
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として売買を行った投資家の皆様は、株価の変動により相応の損害を被る可能性があります。  

 

注1 ：特定株主グループとは；  

(i) 当社の株券等（金融商品取引法第27条の23第1項に規定する株券等をいいます。）の保有者（同法

第27条の23第1項に規定する保有者をいい、同条第3項に基づき保有者に含まれる者を含みます。以下

同じとします。）及びその共同保有者（同法第27条の23第5項に規定する共同保有者をいい、同条第6

項に基づき共同保有者とみなされる者を含みます。以下同じとします。）又は、(ii) 当社の株券等（同

法第27条の2第1項に規定する株券等をいいます。）の買付け等（同法第27条の2第1項に規定する買付

け等をいい、取引所金融商品市場において行われるものを含みます。）を行う者及びその特別関係者

（同法第27条の2第7項に規定する特別関係者をいいます。）を意味します。  

 

注2 ：議決権割合とは；  

(i) 特定株主グループが、注1の(i)記載に該当する場合は、当該保有者の株券等保有割合（金融商品取

引法第27条の23第4項に規定する株券等保有割合をいいます。この場合においては、当該保有者の共

同保有者の保有株券等の数（同項に規定する保有株券等の数をいいます。以下同じとします。）も加

算するものとします。）、又は (ii) 特定株主グループが、注1の(ii)記載に該当する場合は、当該大規

模買付者及びその特別関係者の株券等保有割合（同法第27条の2第8項に規定する株券等所有割合をい

います。）の合計をいいます。各株券等保有割合の算出に当たっては、総議決権（同法第27条の2第8

項第1号に規定するものをいいます。）及び発行済株式の総数は、有価証券報告書、四半期報告書及び

自己株券買付状況報告書のうち直近に提出されたものを参照することができるものとします。  

 

注3 ：株券等とは；  

金融商品取引法第27条の23第1項に規定する株券等を意味します。  

 

注4：企業価値毀損買付行為とは；  

当該大規模買付行為が当社の企業価値又は当社株主全体の利益を著しく損なうものと認められる場合

であり、具体的には、以下①乃至⑧の類型に該当すると認められる場合には、原則として、企業価値

毀損買付行為に該当するものと考えます。  

①真に当社の経営に参加する意思がないにもかかわらず株価をつり上げて高値で株式を会社関係者に

引き取らせる目的で株式の買収を行っているものと判断される場合  

②当社の会社経営への参加の目的が、主として当社の事業経営上必要な知的財産権、ノウハウ等の権

益、企業秘密情報、主要取引先や顧客等を当該大規模買付者又はそのグループ会社等に移譲させる

など、いわゆる焦土化経営を行う目的であると判断される場合  

③当社の経営を支配した後に当社の資産を当該大規模買付者又はそのグループ会社等の債務の担保や

弁済原資として流用する予定で、当社の株式の取得を行っているものと判断される場合  

④当社の会社経営への参加の目的が、主として、会社経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関

係していない不動産、有価証券等の高額資産等を売却等処分させ、その処分利益をもって一時的な

高配当をさせるか、あるいは一時的高配当による株価の急上昇の機会を狙って株式の高価売り抜け

をする点にあると判断される場合  

⑤大規模買付者の提案する当社株式の買付条件（買収対価の金額、種類、内容、時期、方法、違法性
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の有無、実現可能性を含むがこれらに限らない）が、当社の企業価値に照らして著しく不十分又は

不適切なものであると合理的な根拠をもって判断される場合  

⑥大規模買付者の提案する当社株式の買付方法が、強圧的二段階買収（最初の買付で全株式の買付を

勧誘することなく、二段階目の買付条件を不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付け等

の株式買付を行うことをいう。）など、株主の皆様の判断の機会又は自由を制約し、事実上、株主

の皆様に当社株式の売却を強要するおそれがあると判断される場合  

⑦大規模買付者による支配権取得により、当社株主の皆様はもとより、顧客、従業員、取引先その他

の利害関係者との関係を破壊する等により、当社の企業価値の著しい毀損が予想されたり、当社の

企業価値の維持及び向上を著しく妨げるおそれがあると合理的な根拠をもって判断される場合  

⑧大規模買付者が公序良俗の観点から当社の支配株主として不適切であると合理的な根拠をもって判

断される場合  

以 上 
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別紙１ 

平成 23 年 3 月 31 日現在の大株主の状況について 

 

今期末

順位 
株主名 所有株式数 比率(%) 

1 (株)三菱東京 UFJ 銀行 3,699,263 4.3％ 

2 明治安田生命保険相互会社 3,529,522 4.1% 

3 CREDIT SUISSE SEC (EUROPE) 3,280,000 3.8% 

4 日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行（株）（信託口） 2,774,000 3.2％ 

5 日本工営グループ従業員持株会 2,728,078 3.1％ 

6 日本ﾏｽﾀｰﾄﾗｽﾄ信託銀行（株）（信託口） 2,154,000 2.5％ 

7 （株）みずほコーポレート銀行 1,910,634 2.2% 

8 月島機械（株） 1,843,000 2.1％ 

9 CBNY DFA SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 1,470,000 1.7% 

10 日本生命保険（相） 1,349,366 1.6％ 

(注) 当社は、自己株式 7,170,987 株を保有しておりますが、当該株式には議決権がないた

め上記大株主からは除外しております。 

以 上 
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別紙２ 

（注）本図は、本件対応方針のご理解に資することを目的として、代表的な手続の流れを図式化したものであり、

必ずしも全ての手続を示したものではございません。詳細につきましては、本文をご覧ください。

フローチャート

大規模買付ルールを遵守した場合 大規模買付ルールを遵守しない場合

対抗措置不発動
↓

買付に応じるかは
株主の皆様のご判断

大規模買付ルール

取締役会から必要情報リストの提出

取締役会による評価期間
最長60日　（買収対価を日本円のみと

し、全株式を対象とする公開買付けの場合）

または最長90日　（上記以外の場合）

・買収提案の評価、検討
・代替案の立案
・大規模買付者との交渉

原則的には
不発動

取締役会は必要に応じて
情報提供の期限を設定可
能

大規模買付者から意向表明書の提出 意向表明書が提出されない

大規模買付者から必要情報の提出 必要情報が提出されない

　　　　評価期間満了前の買付

特別
委員会

不
発
動
の
判
断
　

取締役会

対抗措置の発動

株主総会に付
議する
ことができる

諮問
勧告

諮問
勧告

大規模買付者

株主総会による株
主の皆様のご判断

否決 可決

10営業日以内

必要情報の一部が提出できないこと
につき、合理的な説明があった場合

※例外的に、企業

価値ひいては株主
共同の利益を 著
し く毀損する場合

発
動
の
判
断

取締役会によ
る発動の判断
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別紙３ 

特別委員会委員の氏名及び略歴 

 

特別委員会の委員（予定）の氏名及び略歴は次のとおりであります。 

 

氏名 内藤 正久（ないとう まさひさ） 

昭和 13 年 2 月 20 日生 

略歴 

昭和 36 年 4 月 通商産業省入省 

平成  5 年 6 月 同省産業政策局長 

平成 10 年 4 月 伊藤忠商事株式会社取締役副社長 

平成 12 年 4 月 同社取締役副会長 

平成 15 年 6 月 財団法人日本エネルギー経済研究所理事長 

横河電機株式会社社外取締役（現職） 

平成 18 年 6 月 当社社外取締役（現職） 

エスペック株式会社社外取締役（現職） 

 

氏名 古角 光一（こすみ こういち） 

昭和 18 年 12 月 11 日生 

略歴 

平成 11 年 10 月 国際協力銀行開発金融研究所長 

平成 12 年 4 月 国際協力銀行理事 

平成 13 年 4 月 東電設計株式会社顧問 

平成 15 年 3 月 OPMAC 株式会社取締役社長 

平成 19 年 6 月 当社社外監査役（現職） 

 

氏名 榎本 峰夫（えのもと みねお） 

昭和 25 年 12 月 12 日生 

略歴 

昭和 53 年 4 月 弁護士登録（東京弁護士会） 

平成 12 年 5 月 榎本峰夫法律事務所代表（現職） 

平成 16 年 6 月 株式会社セガ社外監査役（現職） 

株式会社サミーネットワークス社外監査役（現職） 

平成 18 年 6 月  当社社外監査役（現職） 

平成 19 年 6 月  セガサミーホ－ルディングス株式会社社外監査役（現職） 

 

上記 3 氏と当社の間には特別の利害関係はありません。また、上記 3 氏は東京証券取引所の定めに基

づく独立役員であります。 
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別紙４ 

新株予約権無償割当ての概要  

 

1. 新株予約権無償割当ての対象となる株主及びその発行条件  

当社取締役会で定める割当期日における最終の株主名簿又は実質株主名簿に記載又は記録された株主

に対し、その所有する当社普通株式（但し、当社の所有する当社普通株式を除く。）1株につき1個の

割合で新株予約権を割り当てる。  

 

2. 新株予約権の目的である株式の種類及び数  

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権の目的である株式の総数は、割

当期日の最終の当社普通株式に係る発行可能株式数から発行済株式総数（同時点における当社の保有

する当社普通株式の数を除く。）を控除して得た数と同数の株式数を上限とする。新株予約権１個当

りの目的となる株式の数（以下「対象株式数」という。）は当社取締役会が別途定める数とする。（但

し、当社が株式分割又は株式合併を行う場合など、新株予約権の目的である株式数の調整を必要とす

るやむをえない事由が生じた場合は、合理的な範囲内で所要の調整を行うものとする。）  

 

3. 割当を行う新株予約権の総数  

新株予約権の割当総数は、当社取締役会が別途定める数とする。当社取締役会は、複数回にわたり新

株予約権無償割当てを行うことがある。  

 

4. 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額  

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各新株予約権の行使に際して出資をなすべき

当社普通株式１株あたりの額（以下「行使価額」という。）に対象株式数を乗じた価額とする。  

なお、行使価額は、1円以上で当社取締役会が定める額とする。  

 

5. 新株予約権の譲渡制限  

新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要する。  

 

6. 新株予約権の行使条件  

議決権割合が20％以上の特定株主グループに属する者に行使を認めないこと等を行使の条件として

定める。詳細については、当社取締役会において別途定めるものとする。  

 

7. 新株予約権の行使期間等  

新株予約権の行使期間、新株予約権無償割当ての効力発生日、取得条項、新株予約権の行使により株

式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項その他必要な事項については、

当社取締役会が別途定めるものとする。 

なお、取得条項については、上記6.の行使条件のため新株予約権の行使が認められない者以外の者が

有する新株予約権を当社が取得し、新株予約権1個につき当社取締役会が別途定める株数の当社普通株

式を交付することができる旨の条項を定めることがある。 

以 上 


